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要旨
中小企業の産学連携に関する一考察
一文系分野の産学連携を中心としてー
The Potentiality of lndustry-University Collaboration on 
Small and Medium Enterprises 
東洋大学経営力創成研究センター研究員 松キ村羊平
中小企業の産学連携の有効性と可能性について文系分野の産学連携の視点から
考察した。文系分野の産学連携というコラボレーション対してワイク (Weick
K.E.)による「札織化」理論から接近し、①訊題と目的が一致してないことがあ
る、②行為の意味づけがあって目的が形成される、@f言頼の形成が必要不可欠で
ある、とし、う仮説を導き出した。さらにこれらの仮説を青森中央学院大学(青森
県サボーター研修ならびに国際グリーンツーリズム)や福岡県中小企業家同友会
(開物成務塾)のケースにもとづいて検証した。そして、持続可能なコラボレー
ションをめざすことで、中小企業をはじめ参加者が学習し、成長することができ
るという結論に至った。
キーワード(Keywords ) :産学連携、組織間コラボレーション、組織化
(organizing)、相互連結行動 (interlockedbehaviors)、
イナクトメント (enactment)、意味づけ (sense
making)、ソーシヤル・キャピタル、持続可能性
(sustainability) 
Abstract 
It is believed that large enterprises put industry-university collaboration 旬
practical use in the field of sciences. However， we think that there is the essence 
of industry司universitycollaboration on small and medium enterprises， and in 
the field of humanities. 
Applying Weick's organization theory， which is based on the concept of 
organizing， toindustry-university collaboration in the field ofhumanities bring 
us three hypotheses in relation to shared goals of collaboration. These 
hypotheses are verified through case studies of industry-university 
collaboration both in Aomori Chuo Gakuin University and Fukuoka 
Conference of the Association of Small Business Entrepreneurs. 
Sustainable collaboration offer actors including small and medium 
enterprises opportunities for learning and growing. 
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1 問題意識
中小企業が保有する能力や資源は、大企業と比べると量的にも、質的にも、厳
しい。したがって能力や資源の不足を他者との連携によって補うことは有効な手
段である。さらに、中小企業の多くがそのマーケットは、存在する地域に限定さ
れることが多く、それゆえ地域社会に密着すること、さらには地域社会に対して
貢献することが求められる。このような連携は、近年、 産学交流ないし産学連携
(industry-university colaboration)とし、う文脈で語られることが多い。産学連
携こそ、能力や資源に限界がある、そして地域の人々とともに歩む中小企業にと
って取り組むべき課題のひとつであると言えよう。
一方、産学連携に日を向けるならば、メインス トリー ムともいうべき理系分野
のみならず、文系分野さらには文理融合分野の産学連携が散見されるようになっ
てきた。たとえば、商品開発といった場合でも、研究者と共同で技術を開発して
いくものもあれば、学生のアイデアにもとづいて市場を開拓するものもある。中
小企業の産学連携を考える場合、理系分野の産学連携よりむしろ、地域との関わ
りに軸足を置き、マーケティング分野での協力が多い文系分野の産学連携にこそ、
可能性や有効性が潜んでいるかもしれない。
本稿では、まず文系分野の産学連携についてその特徴を描き出し、ワイクの理
論にもとづき仮説を抽出する。そして、中小企業などの文系分野の産学連携のケ
ースにおいて仮説を検証し、結論を導き出していくものである。
2.文系分野の産学連携の特徴
大学と企業、行政とのコラボレーションは一般的に産学官連携(以下では産学
連携とする)と呼ばれている。一口に産学連携と言っても、商居街の人々と大学
が連携する商学連携もあれば、農林水産業従事者が入って農商工連携になること
もある。さらに、さまざまな地域の人々から関わって地域連携とも言うべき取り
組みもある。参加者によって、また取り組むべき課題によってこれらの呼称が変
わるが、ここでは、これらを厳密に区別せず、ヲ|っ括めて産学連携と呼ぶことに
する。
これまで産学連携のメインストリームを担っているのは理系分野である、と言
って差し支えないであろう。典型的には、企業が商品の開発をする上で必要とな
る技術の提供を大学に依頼、大学は適切な技術があればこれを提供する、あるい
は教員が企業と共同で開発をして新たな技術を生み出すといった産学連携である。
これに対して、文系分野の産学連携とはどのようなものであるか。文系分野のそ
れは、同じ商品開発で、あってもシーズではなく、むしろニーズの掘り起こしとい
ったマーケティング視点が大きいと言えよう。理系分野の産学連携のアウフ。ット
が、製品・サービスあるいは特許であるのに対して、文系分野のそれは、情報(コ
ンサルティング ・調査等)であると言われている(人文社会科学系産官学連携を
検討する会 2008)。そして、理系分野のそれと比べて、自治体行政や商工会議所、
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非営利五H織などが連携の相手となることが多く 、その目的もまちおこし、商居街
活性化、地場産業振興など多種多様である(吉田 2014)(1)。また、大学にとって
研究上の成果のみならず、教育上の成果を求める、すなわち学生の参加にもとづ
く連携が多いのも文系分野の産学連携の特徴であろう。
以上、文系分野の産学連携について簡単に触れてきたが、文系分野のそれが件
数として圧倒的に少ない理由は何であろうか。まずもって商品開発はもちろんこ
と地域課題においてでさえ技術の問題が大きな位置を占めていることが、 産学連
携と言えば理系分野と言わせてしめている原因であろう。また、文系分野の産学
連携が必ずしも大学の部署といった機関の窓口を通したものではなく、むしろ教
員の個人的人脈に頼るものが多く、 件数が正確に把握しにくいといったこともあ
る。さらに、より根本的なものとして、評価の問題がある。たとえば、技術移転
に対するロイヤリティーといった客観的評価が可能である理系分野の産学連携と
比べて、文系分野の産学連携において客観的評価は難しい。そして、成果が見え
づらいということは、継続して予算を獲得することへの難しさにつながる。
それでは、なぜ文系分野の産学連携は理系分野のそれと比べて成果が見えづら
いのであろうか。文系分野の産学連携において、商居街活性化や地場産業振興と
いったものが課題であるとすれば、コミュニティ再生のしかけづくりや地域ブラ
ンドのコンセプトづくりといったものが目的となる。このような課題あるいは目
的のもとにコラボレーションする産学連携に対して定量的な評価は難しく、どう
しても定性的な評価になってしまう。また、結果がわかるまで時聞がかかること
も多いため、短期的に評価することも難しく、どうしても長期的な評価になって
しまう。加えて、抽象的な課題から実際に取り組むべき具体的な目的を抽出する
こと も難しく 、逆に言えば、 目的を達成したからと言って、それが本当に課題を
解決したことになるのか、その因果関係のわかりにくさが評価を難しくするので
ある。
以下では、文系分野の産学連携における問題のひとつである課題や目的につい
てさらに検討を加えることとする。
3.課題と目的の問題
「さまざまな側面から課題を見ている複数の集団が、その違いを建設的に明ら
かにしながら自らの能力の限界を超えて解決策を探索する過程j と定義される組
織間コラボレーショ ンの助けを借りながら、産学連携の課題や目的の問題を検討
していこう (Gray1989 p.3) (幻。
佐々木ほかによれば組織問コラボレーションを課題の内容から以下の①エゴセ
ントリ ック型、②相互補完型、③新価値創造型に分類されるという (佐々 木 ・加
藤・東 ・津田 2009)。
①エゴセントリック型とは、ある参加者が自己の課題を達成するために、他の参
加者の協力を仰ぐというもので、 一方向的である。消費者参加型製品開発がこれ
にあたるという。
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②相互補完型とは、複数の構成メンバーが各々の課題を達成するため、協力しあ
うものであり、双方向的である。地域と大学の連携がこれにあたるとしづ。
③新価儲リ造型とは、構成メンバーの協力によって、全体として特定の課題を解
決するものであり、多方肉的である。この③は、ソーシヤル・イノベーションの
視点が背後にあるとし、う。
このうち①エゴセントリック型や②相互補完型においては、「どのような問題
を解決すべきか」としづ課題がはじめからはっきりしており、さらに「どうやっ
て解決するか」すなわち、高乱織間コラボレーションにおいて「相手に何をやって
もらいたいのか」、そして「相手は何ができるのか」があらかじめわかっているた
め、「我々で何をしていくのか」という目的もまた明瞭である (3)。理系分野の産
学連携によく見られる津島織間コラボレーションである。これに対して、文系分野
の産学連携においては前述したように課題そのものが大きく、そして広いため、
解決するにあたってどの問題から始め、し、かなる順序で進めるか、最終的に「我々
で何をしていくのか」という目的への落とし込みが難しい。目的への落とし込み
を難しくしているのは課題だけではない。文系分野の産学連携において往々にし
て、参加者が保有する能力や資源、すなわち「相手は何ができるのかJも最初の
うちは明確になっておらず、そのことが課題を「どうやって解決するのか」とい
う構想を難しくしてしまう。③新価値創造型のすべてがこのような細哉間コラボ
レーションであるとは限らないものの、文系分野の産学連携がこれにあたると考
えられよう。
ここで、さらに参加者の保有する能力や資源が明確になっていないという点に
ついて説明する。産学連携において少なくともコーディネーターと呼ばれるリー
ダーは、参加者の能力や資源をよくわかった上で声掛けをしているのではないか。
また、参加者が他の参加者の能力や資源について把握することは難しくても、せ
めて自分自身の能力や資源について熟知しているはずである。しかし、参加者に
とって他者はおろか自身のでさえ、資源や能力をしっかりと理解することは容易
なことではないのである。
たとえば、大学のゼミナールで、考えてみると、担当の教員はゼミナールに所属
する学生の能力を前もって熟知しているだろうか。もちろん、レポートや試験の
成績の内容からその学生の能力を知ることができょう。しかし、レポートや試験
の成績でわかる能力とゼミナールとし、う組織で発揮される能力には違いがある。
ゼミナールとしづ札織で学生ひとり一人の能力がどう機能するかは、ゼミナール
における議論や行動のなかで、次第にわかってくるものである。ごのことから能力
や資源について考えるにあたって、その中身・内容とその機能・価値とは切り分
けて検討することが必要であることが理解されよう。
コーテイネーターも含め、産学連携に参加する参加者は、それぞれの参加者が
保有する能力や資源についてその中身・内容を前もって知ることはできても、そ
の機能・価値がわかってくるのは実際の活動を通じて後から、なのである。そし
て、参加者の能力や資源の中身・内容と機能・価値が必ずしも一致しているとは
限らず、最初の段階で把握しづらいのが文系分野の産学連携の特徴であると言う
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4.ワイクの理論
課題の解決のために集まった参加者たちが相手や自身の能力や資源を把握しき
れない状態でコラボレーションが始まり、やがて「何が問題なのか」そして「ど
うやって解決するのか」が次第に共有されていき、「我々 は何をしていくのかJと
いう目的が明確になってし、く。文系分野の産学連携によく見られるこのようなコ
ラボレーションほ車E織論の立場から考察するならばどうなるであろうか。
組織論の大家であるバーナー ド (BarnardC.l.)は公式組織の成立条件として
貢献意欲やコミュニケーションとともに共通目的を挙げた (Barnard1938)。そ
して彼は、共通目的がない(明確でなし、)状態を非公式組織と呼んだ。つまり、
公式組織が成立する以前の非公式樹哉の状態こそが文系分野の産学連携にありが
ちなコラボレーション初期段階なのである。
それでは共通目的がどのように形成されるのであろうか。いわゆる「組織化」
としづ概念で説明しようとするのがワイク (WeickK.E.)である (4)。ワイクの組
織化のベースにあるのは人びとの相互作用である。ここでの相互作用とは、 ある
人の行動が他の人の行動に依存することである。そして、相互作用が一方向から
双方向へ、さ らに拡大してくのが相互連結行動 (interlockedbehaviors)である。
相互連結行動の結果、組織が形成されていく (Weick1997)。
相互連結行動は、そもそも自分自身の目的を達成したいがために、他の誰かに
働きかけ、相手の行動を喚起することから始まるのである。個人の目的がそれぞ
れあって、全体の目的が必ずしも存在する訳ではない(多様な目的が存在してい
る)。そして、個人の目的を達成するために、相手を巻き込んでし、く手段 (レシピ
やルール、ワイクのいうと ころの文法)が次第に明確になってくなかで複数の個
人に共有されていき、共通の目的がだんだんと姿を現してくる。
ひとたび共通の目的が形成されると、目的を達成すべく分業がなされ、手段が
枝分かれしていく(多様な手段へ)。それに伴って各々の目的が定義し直され、結
果と して再び目的が多様なものへとなっていく のである。したがって、集団ある
いは組織は、①多様な目的、②共通の手段、③共通の目的、④多様な手段という
プロセスを辿るこ とになる。
ワイクの車且織化のプロセスにおいて特徴的であるのは、行為が目的に先行する
ということである。そこにあるのは、イナクトメン ト(enactment)、環境の創造
と訳される概念である。イナクト (enact)は法律を制定するといった意味がある
が、ワイクは、高島織のなかの人々がこれまでの行為を振り返って、事後的に、回
顧的に、自らを取り巻く環境を定義しながら、定義された環境に適応していくと
考える (5)。
ワイクは、行為が目的に先行するたとえとして、「探検家は自分が何を探検して
いるかを、探検し終えてはじめて知ることができる」というべイ トソン (Bateson
G.w.)の言葉をしばしば引用している。
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5.文系分野の産学連携における仮説
ワイクの理論にもとづき、文系分野の産学連携について改めて考察するならば、
以下の①から③の仮説が構築できょう。
①課題と目的は必ずしも一致しておらず、課題のもとコラボレーションが形成
されていくなかで目的が形成されてし、く。
課題そのものが大きく、広くなりがちな文系分野の産学連携においては、課題
のなかからコラボレーションが取り扱うことができる問題に絞り込む必要がある。
しかし、問題の所在が明確になってもコラボレーションの目的が出来上がるわけ
ではない。前述したように、コラボレー ションの参加者が保有する能力や資源が
明確になっていなければならない。参加者の能力や資源がコラボレーションのな
かで認識され、共有されてし、く。「どんな問題に対して我々は何ができるのか」と
いう課題を解決する方法や筋道が明確になってはじめて共通の目的が形成された
ことになる。
②上記①の課題における問題の所在や参加者の能力や資源は、実際の活動にも
とづく意味づけを通して明確になる。
参加者による分析や議論によって、また調査や試行によって、たとえば、課題
の原因や背景といったものがより詳しくわかってくることで問題の所在が明らか
になる。同時に、参加者のこれらの行為によって相手や自身の能力や資源(中身・
内容というよりむしろ機能 ・価値)がわかってくる。参加者のあいだで分析や議
論あるいは調査や試行といった実際の活動がなされ、 事後的・回顧的に取り組む
べき問題や自分たちの能力といったものに対する意味づけ (sensemaking)がな
されていくのである (6)。結果として①目的が形成されてし、く。繰り返すが、行為
は目的に先行するのである。もちろん実際の活動にもとづく意味づけは、共通の
目的が形成され後、すなわちコラボレーションが公式出哉の状態になっても継続
される。コラボレーションの共通の目的は、状況の変化に応じて意味づけが変わ
ることで再形成され、バーナードの言うところの有効性(目的が達成される程度)
が確保される。
③上記②の実際の活動を可能にするために文法が共有されなければならず、参
加者のあいだに信頼が形成されることが前提となる
参加者たちが徹底的に議論を交わしたり 、一緒になって実験に取り組むために
は、考え方や振る舞いのくせ、独特な言葉づかい、しではならないことなどうま
くやってし、く方法、レシヒ。やルールをお互いに発見し、理解し、共有してし、かな
ければならない。これらがワイクのいう文法である。そして、うまくやっていく
方法、レシヒ。やルールを共有していくために、なによりもまず参加者のあいだで
信頼が形成されなければならない。ちなみに、ソーシヤル ・キャヒ。タルの文脈に
おいて信頼は、「コミュニティの成員たちが共有された規範に基づいて規則を守
り，誠実に，そして協力的に振る舞うことについて、コミュニティ内部で生じる
期待」と定義される (Fukuyama1995)。
以下では、文系分野の産学連携についての具体的なケース、青森中央学院大学
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の産学連携と福岡県中小企業家同友会の産学連携にもとづいて仮説 ①から③を
検証していく ことにする。
6.青森中央学院大学のケース
6.1 ケースの概略
ここでは、青森中央学院大学の青森県サポーター研修ならびに国際グリーンツ
ーリズムの取り組みを紹介する。青森中央学院大学は、当時、学生数のおよそ20%
が留学生(中国、マレーシア、タイ、ベトナム、韓国、台湾)で、あった。青森中
央学院で農業経営論を担当している中川一郎氏(あおもりくらしの総合研究所)
が、受講生である留学生に対して、青春時代を過ごす、いわば第二の故郷である
青森県のことをもっとよく理解して、愛着をもって母国と青森との橋渡し役にな
って欲しい、 としづ気持ちから留学生による農林神業体験研修である「青森県サ
ポーター研修Jを開始した。
プロジェクト開始当初 (2004年に試験実施、 2005年から実施)より、中川氏
にはこの青森県サポーター研修がゆくゆくは、リンゴ、ナガイモ、ニンニク、ホ
タテなど日本一の県産品のアジアへの輸出拡大;攻めの農林水産業への契機とな
ればとしづ意図があったとしづ。その内容は、収穫などの作業体験・産品の試食、
生産者との交流、試験場、加工企業の見学、農家民宿での宿泊 ・生活、お祭りな
ど地域の人びととの交流と多岐にわたる(中)I [2009 p.200)。また、2006年よ
り研修修了式を実施し、留学生に「青森県サボーター認定証」を交付している。
この研修修了式は、農林水産業従事者など関係者も招待され、留学生による活動
報告や産品提案がなされ、交流を深めるとともに意見を交換する機会となってい
る。
十和田市において開催された 「上北地方アグリビジネス活性化フォーラム」
(2007年)において、留学生代表者である黄麗霞氏(台湾からの大学院生)が青
森県サボーター研修、なかでも十和田市の農家民宿での宿泊 ・生活を踏まえ、台
湾の修学旅行生の青森県への誘致を提案したことを契機に、青森県サボーター研
修は変化していった。黄氏の提案には、「これまでの体験研修を通じて、青森県産
物が美味しく 、生産現場での品質管理がしっかりしており、 j清青潔 .安全でで、あるこ
とを知つたこと.イ
て、両親や家族が親切で心温まる体験をしたことから、台湾の後輩にも自信をも
って、是非青森県を体験させたいとの想いが満ちていた」という(中)I[2009 
p.205)。
これに対して十和田市が海外の修学旅行生誘致に大変興味を示し、十和田農業
体験連絡協議会(農家民宿経営者から構成されている)、 青森中央学院大学、あお
もりくらしの総合研究所、そして十和田市農林課で協議し、同年「アジアからの
観光客誘致推進協議会」の発足に至ったのである。アジアからの観光客誘致推進
協議会設立以前に実施したヒアリング調査、そして設立後に青森県に訪問した修
学旅行生(および引率者)へのアンケートから、判明したのは、①修学旅行の ト
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レンドが都市型・観光型のものから田舎型・体験型へとシフトしてきていること、
②東南アジアの人々にとって、そり遊びゃ雪合戦、つらら遊びなど雪国での暮ら
しやウインター ・スポーツを体験できることが大きな魅力となっていること、③
修学旅行に同行した保護者が、友人とともに再びやってくる、口コミによって修
学旅行から一般観光に拡大する兆しがあること、で、あった。
アジアからの観光客誘致推進協議会の取り組みは、「農山漁村地域において自
然、文化、人々 との交流を楽しむ滞在型の余暇活動」を提供する、いわゆる国際
グリーンツーリズムとして認識されるに至ったのである。なお、この国際グリー
ンツーリズムにおいて、アジアからの訪問客と農家や地域の人びとのあいだで通
訳(語学サボーター)にあたるのが青森県サボーター研修を修了した青森中央学
院大学の留学生である。
6.2 仮説の検証
①課題と目的の不一致
青森県サボーター研修は、留学生に第二の故郷として将来にわたってコミット
してもらうため、県産品および加工品を味わってもらい、農林水産業従事者と触
れ合ってもらうことを目的していた。しかし、中川氏によれば、青森県サポータ
ー研修は、農林水産従事者にとっては、プロジェクトの結果が目に見えるまで時
聞がかかり、メリットがわかりにくいもので、あったとしづ。青森県サポーター研
修の目的がコラボレーションの課題(リンゴ、ナガイモ、ニンニク、ホタテなど
日本一の県産品のアジアへの輸出拡大;攻めの農林水産業)へとつながるが未知
数で、あったので、ある。
続く国際グリーンツーリズムの目的は、アジアからの修学旅行生さらには観光
客を誘致して県内各地へ経済効果をもたらすことであるが、これもコラボレーシ
ョンの課題へとつながっていることに気づくであろう。すなわち、青森県を訪れ
たアジアの人びとが、県産品が生まれる土壌 (自然)そしてそれ育てる人びと(農
家)に触れることで、ゆくゆくは県産品に対するブランドが海外に根づく、いわ
ば県産品のアジアへの輸出拡大の契機になるのである。青森県サポーター研修か
ら国際グリーンツーリズムへとコラボレ シーョ ンの課題そのものは変わらずとも、
課題に対する目的が進化(深化)したと言って良いだろう。
②行為にもとづく意味づけ
国際グリーンツーリズムにおける通訳(語学サポーター)として青森中央学院
大学の留学生が活躍できたのは、青森県サポーター研修において青森の人々(農
林水産業従事者)と触れ合い、言葉の違いだけではなく、文化の違いをも理解し
ているからである。すなわち、青森県サポーター研修のなかでの留学生の体験か
ら、さらに研修修了会での体験の振り返りから、事後的 ・回顧的に留学生に資源
としての価値・機能があることがわかってきたのである。青森県サポーター研修
での留学生の感想やアジアの現地ヒアリング調査や修学旅行生へのアンケート調
査から雪深い青森の自然環境やそこでの暮らしぶりそのものが十分、観光資源と
なり得ることがわかったので、ある。
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青森県サポーター研修としづ実際の活動やヒアリング・アンケート調査などか
ら留学生そして青森の自然や生活そのものに対して意味づけがなされたのである。
③前提としての信頼関係の形成
コーディネーターの中川氏は、留学生のモチベーションを維持することに腐心
するとともに、留学生と農林水産業従事者とのあいだで摩擦が起きないよう努力
したとしづ。青森県サボーター研修が続くうちに、留学生と農林水産業従事者の
あいだで、まるで親子のような信頼関係を形成することに成功したのである(青
森のお父さん、お母さん)。
農林水産業従事者にとって青森県サボーター研修というコラボレーションがも
たらすメリットは明確で、はなかったものの、留学生との信頼関係が形成されてき
たからこそ継続的協力を惜しまなかったのであり、それがやがて国際グリーンツ
ーリズムへの展開を可能にしたのである。
7.福岡県中小企業家同友会のケース
7. 1 ケースの概略
福岡県中小企業家同友会の地区別会員のなかで、どうせ(南部エリア)交流会
をやるならば切瑳琢磨しあう勉強会を開催しようということになり、勉強会の中
心人物である古川淳一氏(有限会社ニッコーネット代表取締役)と高谷幸一氏(株
式会社ユニティ代表取締役)が九州大学産学交流センターの湯本長伯教授に相談、
勉強会として交流会を開催していくことにし、湯本教授も賛同、商品開発をテー
クに湯本教授と一緒に勉強会を開催していくことになった。
湯本教授は、九州大学産学連携センターのデザイン総合部門に所属、産学連携
学会初代会長を務め、中小企業による草の根イノベーションを提唱している(現
在、日本大学工学部に所属)。一方、勉強会の中心人物である古川氏は、セールス
プロモーションや商品開発支援をしており、 「中小企業経営者はものづくりこそ
好きだが、それを売ることまで考えていなしリという問題意識を、持っていた。
開物成務塾(物を聞き務めを成す)の名称のもと 2008年から勉強会(ワーク
ショップ)をスタートした。毎月 1回実施しており、 20名以上の参加者がし、る。
これまで発表者が途絶えたことがない。初めに湯本教授から「どうやって商品を
発想したら良いかJの講義を受け、発表者が開発中あるいは構想中の商品に関す
るプレゼンテーションを実施する。続いて他の参加者との質疑応答がある。みん
な真剣であり忌樺のない意見が出る(ときには辛棟な意見が飛び交う)。そのあい
だ湯本教授がメモをとり、メモを配布しながら最後に総括・講評をしていくとい
う流れである。なお、湯本教授は、発表者のプレゼンテーション(黒色)、参加者
のアドバイス(青色)、自身のコメント(赤色)を分けてメモをするという(高谷・
古川 2014)。
開物成務塾は、現在勉強会以外に 「塾生の会」を開催している。勉強会におい
て提案された商品を実現するために、開発から製造、そして販売まで、のフ。ロセス
で開物成務塾の塾生が協力する(連携する)機会が欲しかったからで、ある。しか
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し、連携は正直うまくいっておらず、ホームページの作成など一部に留まってい
る。福岡県中小企業同友会のなかで、開物成務塾が「ものづくり」のイメージが強
く、サービス分野やマーケティング分野が得意な経営者が入塾してくれないこと
が理由である。
学生が開物成務塾に参加するようになったのも変化のひとつである。福岡大学
経済学部の「ベンチャー起業論(阿比留正弘教授)Jの受講生の一部が2012年か
ら参加している。学生も塾生(経営者)と同様に(以下のフOログラムに関する)
プレゼンテーションをすることもあれば、経営者である塾生たちのプレゼンテー
ションに対して質問や意見を求められることもある。経営者だけではどうしても
思考・行動パターンが画一化・固定化してしまうが、学生が加わることで、ピュ
アな視点での観察、素朴な疑問をぶつけてもらえ、また学生に対してわかりやす
く説明しようとするなかで経営者自身も 「気づき」が生まれるとしづ。
さらに 2013年から「ベンチャー起業論」のプロジェクトを開物成務塾の塾生
で受け入れ始めた。福岡大学の「ベンチャー起業論」の受講生は、およそ 300名。
15名前後のチームで約20のプロジェクトが立ち上げられ、特定の企業と連携し
てその企業を分析、問題の発見から解決の提案までを行うものである。8月に中
開発表があり、 12月に最終発表がある(福岡大学ベンチャー起業論ホームペー
ジ)。学生によるプロジェクトは、中小企業側にとって、いわゆる市場調査ではわ
かりにくい消費者の生の声を拾い上げるなど行動力をし、かした徹底調査、地元デ
ノfー トと交渉してキャンベーンを提案するなど斬新な販売促進といった中小企業
にとって時間やコストがかかってできないことをやってくれるメリットがある。
7. 2 仮説の検証
①課題と目的の不一致
湯本教授と福岡県中小企業家同友会会員(中小企業経営者)のコラボレーショ
ンにおける課題は、「福岡の中小企業が活性化し、学生が就職できる受け皿となれ
る企業に成長することで、企業も地元・福岡も元気にしようJである。地元の中
小企業がまずもって成長しなければならず、自分たちの力で商品開発に取り組む
=草の根イノベーションを起こしてし、かなければならない、という目的が形成さ
れた。しかし、開物成務塾がスタートした頃、湯本教授と古川氏や高谷氏のあい
だで必ずしも明確で、はなかったとしづ。試行錯誤のうちに現在のワークショップ
形式が考案され、それに伴ってコラボレーションの目的も次第にはっきりとして
きたのである。
さらに、福岡大学の学生が開物成務塾に参加する、あるいはベンチャー起業論
のプロジェクトに塾生が関与することは、地元の大学と学生とのつながりが芽生
えることにつながり、「学生が就職できる受け皿となれる企業」としづ課題の解決
に向けてより一歩近づいた、と言えよう。
②行為にもとづく意味づけ
経営者(塾生)どうしが忌J障ない意見をぶつけあうこと、大学の教員(湯本教
授)が宅建見的にアイデアを整理していくことが商品開発にとって意義深いことで
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あることが、ワークショップ形式ができあがるプロセスのなかで参加者に共有さ
れてきた。また、経営者のあつまりである開物成務塾に学生とし、うまったく異質
な存在が参加することによって勉強会に経営者目線ではない消費者目線が注入さ
れることもわかってきた。経営者、大学の教員、そして学生といった参加者がコ
ラボレーションのなかで自分(あるいは相手)の資源としての価値 ・機能を見出
しながら、ゆるやかにつながっていくことでコラボレーションの課題と目的がよ
り強く結びついていく のである。
開物成務塾の塾生が産学交流学会に参加していることも興味深い。初代会長で
ある湯本教授のすすめがあったからであろうが、古川氏や高谷氏が学会報告をす
るなかで、自分たちの取り組みを事後的、回顧的に振り返る機会となっている。
③前提と しての信頼関係の形成
開物成務塾が終わると、塾生のひとり 、崎田正司氏(有限会社野菜王国代表取
締役)が営んでいる居酒屋で湯本教授とともに発表者をねぎらう懇親会が開催さ
れる。懇親会があるからこそ、勉強会でときとして辛棟な意見が飛び交うことも
辞さないのである。
福岡大学の学生に対しても、福岡県中小企業家同友会主催の例会(勉強会)に
参加を促したり、開物成務塾の塾生どうし声を掛けあって福岡大学で開催される
ベンチャー起業論の中開発表会 ・最終発表会にプロ、ジェク 卜の学生を応援しにい
くようにしている。高谷氏によれば、プロジェクトを受け入れることで、「し、い加
減な気持ちで学生に向き合うことは、時間をさいて頑張っている学生に対して申
し訳なしリという意識が芽生えてきたという。
8結論と今後の課題
中小企業の産学連携は、理系分野はもちろんのこと文系分野においても可能性
と有効性を見出すことができることがわかった。文系分野の産学連携の特徴とし
て①課題と目的が一致してないことがある、②行為の意味づ、けがあって目的が形
成される、引言頼の形成が必要不可欠である、とし、う仮説が青森中央学院大学
(青森県サボーター研修ならびに国際グリーンツーリズム)や福岡県中小企業家
同友会(開物成務塾)のケースで検証された。しかし、これらは文系分野の産学
連携に固有のものとは限らない。理系分野のそれでも十分に考えられることであ
る。ましてや時代は文理融合を求めている。
文系分野の産学連携においては、コラボレーションが非公式也織の状態から始
まる。そのため、 一般的な企業や行政のマネジメントのような公式岸H織の状態を
前提としたマネジメントを考えてしまうと行き詰ってしまうかもしれない。課題
に対する意識や理想に共有 ・共鳴する個人や集団が集まって、「さあ、なにをし
ょうかjでスター卜するコラボレーションなのである。しかし、そのコラボレー
ションが目的を見つけ、さらに目的を変えながら、問題をさまざまに解決してい
くのである。そしてなによりも、コラボレーションに参加する個人や集団が、活
動を続けていくなかで学習し、成長していくことが意義深いのである。
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したがって、 中小企業が産学連携に参加することの意義は、自分たち以外の組
織の人々と関わっていくなかで学習をしていくこと、直接的とは限らないがそれ
が将来の自社の成長をもたらすことである。その意味からすると、目的を達成す
ればコラボレーションが終了するというよりむしろ、コラボレーションが継続す
るなかで参加者が成長していき、同一の課題で、あっても以前のものとは次元が異
なるような目的が見えてくるのではなかろうか。持続可能なコラボレー ションと
いう視点が必要であろう。
本稿において文系分野の産学連携のケースを取り上げたが、仮説を検証する意
味からすれば今後、できるだけ多くのケースを検討することが必要であろう。ま
た、便宜上、文系分野と理系分野と紋切型 (ステレオタイプ)に分類をしたもの
の、理系分野においても同じ切り口での分析は必要であると思われる。これらの
問題を今後の課題として本稿を閉じることにする。なお、 ヒアリング調査に協力
頂いた以下の方々に感謝の意を表したい。中川一徹氏 (あおもり くらしの研究
所)、古川淳一氏、宮崎恵津子氏(有限会社ニツコーネット)、高谷幸一氏(株式
会社ユニティ)。
[注]
(1)もちろん、理系分野の産学連携においてもこれらの相手や目的が十分にあり得る。たとえ
ば、文部科学省「地(知)の拠点整備事業(大学COC事業)J http:/www.mext.go.jp/a_menuJ 
koutoulkaikakuJcoclindex.htm (2015年1月9日アクセス)の採択事業を参照のこと。
(2)ちなみにグレイによれば、需品織間コラボレー ションのプロセスは、①課題明確化段階から
②目標設定段階を経て③制度化・評価段階に至るという (Gray1989 pp.55-57) 
(3)ゆえに参加者のマッチンク‘の問題が重要になってくる。
(4)バーナードの組織化は、公式事E織としてのものであり、それは、人びとが集まった後で、
目的を達成する、成果を獲得するための行為を引き出すことを問題 (構造統制 Organized)と
しているのに対して、ワイクの五回教化は、非公式札織としてのものであり、それは、人々が集ま
って行為が結ばれ、集団が形成される契機なり、プロセスなりを問題(序回数生成 Organizing)
としているのである(岸田 1994、中篠 1998)。
(5)戦略論のなかではミンツパー ク、、 (MintzbergH.)による創発的戦略 (emergentstrategy) 
がこれにあたるであろう (Mintzberg，Ashlstrand & Lampel 1998)。
(6)意味づけについて、ワイクは、「センスメーキングについて語ることは、状況の意味を回顧
的に意味づけるときに作り上げる構成物ーその中に自分自身と自分たちの創造物を見つけるの
だがーとしてリアリティーを語ることである」と述べている (Weick1995)。
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